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議案第４号　 について
（ ）
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（１）地区計画の概要について
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地区計画の概要について

土地利用計画のイメージ

土地利用の制度を重層的に組み合わせることにより、地域の特性に対応

市街化区域

市街化調整区域

都市計画区域

工業地域

準工業地域

鉄道

道路

土地区画整理事業
市街地再開発事
業

地区計画

都市計画区域

商業地域

第一種住居地域第一種低層住居専用地域

公園 地区計画

区域区分

地域地区
【例：用途地域】

都市施設
市街地開発事業

地区計画

都市全体の
計画の見取り図
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地区計画の概要について

区域区分について

都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため必要がある
ときは、市街化区域と市街化調整区域との区分を定めることができる。

平良丘陵地区は、市街化調整区域に位置付けられている。
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地区計画の概要について

地区計画とは

地区の特性に応じたきめ細かい計画を定めて、独自のまちづくりのルールを作る。

地区の利便性の向上や景観への配慮などを行い、その地区の魅力を作り出す。
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（２）地区計画の作成の背景について
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地区計画の作成の背景について

平良丘陵地区の位置

平良丘陵地区

山陽自動車道

国道２号
西広島バイパス

宮島スマートIC

ＪＲ 廿日市駅



8

地区計画の作成の背景について

・高いポテンシャルを活かして地域の活性化を図る。
・多様な機能の立地誘導により、広島圏域の広域拠点にふさわしい都市機能の形成を図る。

（東部北地域）整備構想図

上位計画の位置付け
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地区計画の作成の背景について

地区計画の作成の経緯

　 ・ 市 街 化 調 整 区 域 で は 地 区 計 画 が 策 定 さ れ た 区 域 な ど 一 定 の 基 準 を 満 た す

　 　 の 以 外 は 開 発 で き な い 。 （ 都 市 計 画 法 第 ３ ４ 条 ）

　 ・ 市 街 化 調 整 区 域 に お い て 土 地 区 画 整 理 事 業 の 開 発 行 為 を 行 う 場 合 は 、

　 　 地 区 計 画 が 策 定 さ れ た 区 域 な ど 一 定 の 基 準 を 満 た す も の で な け れ ば 許 可 さ 　

　 　 れ な い 。 （ 土 地 区 画 整 理 法 第 2 1 条 第 ２ 項 ）

　

　 「 平 良 丘 陵 土 地 区 画 整 理 準 備 会 」 か ら 都 市 計 画 提 案 制 度 （ 都 市 計 画 法 第 2 1

　 条 の ２ ） に 基 づ き 地 区 計 画 の 提 案

　 内 容 審 査 の 結 果 、 廿 日 市 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 等 と 整 合 が 図 れ て い る こ

　 と か ら 提 案 内 容 を 受 理
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地区計画の作成の背景について

都市計画の提案制度とは
地域のまちづくりに対する取組を都市計画行政に積極的に取り込むため、地域住民等の都市
計画に対する能動的な参加を促進する制度。

○提案者：土地所有者等のほか、まちづくりの活動を行うＮＰＯ法人など　　
○提案要件：①0.5ha以上の一体的な区域　
　　　　　　　　 ②都市計画に関する法令上の基準に適合
　　　　　     　③土地所有者等の３分の２以上の同意

提案を踏まえて都市計画を決定する必要があると認めるとき

公聴会(説明会)の開催等
都市計画の案の作成

都市計画の案の公告・縦覧
利害関係者による意見提出

都市計画の決定

都市計画を決定する必要がないと認めるとき

都市計画審議会に提案を提出し、地方公共団体の見解を付して、意
見を聴く

都市計画の決定をせず

都市計画の決定をしない理由等を提案者に通知

地方公共団体は提案に基づく都市計画の決定をするかどうかを判断

都市計画の案を都市計画審議会へ付議　（意見の概要や都市
計画の提案内容も提示）
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（３）地区計画の内容について
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地区計画の内容について

地区計画で定める内容

① 地 区 計 画 の 目 標

　 ➢ ま ち の 将 来 像 を 目 標 と し て 共 有

② 土 地 利 用 に 関 す る 方 針

　 ➢ 地 区 に お け る 方 針 や 緑 地 の 保 全

③ 地 区 施 設 の 整 備 方 針

　 ➢ 生 活 道 路 、 小 公 園 、 広 場 な ど の 配 置

④ 建 築 物 等 の 整 備 の 方 針

　 ➢ 建 物 の 建 て 方 や 街 並 み の ル ー ル

例）建築物の最低敷地面積は
　　○○㎡以上とします。

例）用途が～な建物の建築は
　　制限します。

※地区ごとに制限します



①地区の目標
　観光•交流機能、エ業•流通機能等の他、商業機能、居住機能等の複合　
　的な都市機能の立地の誘導と恵まれた自然と調和した快適で賑わいの　
　ある都市環境の創出を図る。

②土地利用の方針
　多機能が調和した効果的•効率的な土地利用を図るため、
　本地区を７地区に区分する。
　１　商業地区
　２　多目的用途地区
　３　準工業•複合用途地区（Ａ地区）
　４　準工業•複合用途地区（Ｂ地区）
　５　準工業地区
　６　工業地区
　７　森林保全地区

③地区施設の整備方針
  土地区画整理事業により整備し、それぞれの施設の機能が損なわれない
　ようその維持、保全を図る。

④建築物に関する方針
　各地区ごとに以下の事項を定める。
　１　建築物の用途の制限
　２　建築物の容積率の最高限度
　３　建築物の建蔽率の最高限度
　４　建築物の敷地面積の最低限度
　５　壁面の位置の制限
　６　建築物等の形態又は意匠の制限
　７　垣又は柵の構造の制限

13

地区計画の内容について

計画書について
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地区計画の内容について

計画図について

（宮島スマートＩＣ）

➢良好な都市環境を確保するため、
　　道路、公園、緑地及び調整池を
　　地区施設に位置付けている。
➢宮島スマートＩＣへの接続道路沿道に
　　生ずる土地を提案内容に追加している。
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地区計画の内容について

①商業地区

⑥工業地区

⑤準工業地区

④準工業・複合用途地区（Ｂ地区）

②多目的用途地区

③準工業・複合用途地区（Ａ地区）

土地利用に関する地区について

：⑦森林保全地区

・７つの地区において、
　土地利用の制限を定めている。
・⑦森林保全地区は森林の維持保全
　のため建築、工作物の設置を禁止。
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地区計画の内容について

①商業地区（近隣商業地域を想定）

ア.　建築物等の用途の制限
　　　

　　　　　

　　　　　

イ． 建築物の容積率の最高限度⇒300％　|   建蔽率の最高限度：80％
ウ． 建築物の最低敷地面積⇒1,000ｍ2（302坪）※建築基準法施行令第130条の４の建築物の敷地である場合を除く

エ． 壁面の位置の制限⇒道路境界2.0ｍ以上、隣地境界1.0ｍ以上離して建築

オ．　建築物形態又は意匠の制限⇒建築物、広告物は落ち着いた色彩、装飾
　　　　　　　　　　　  　　　 　  ⇒広告物は自己の用に供するもののみ設置できる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ただし屋上、屋根等に設置することはできない

カ．　垣又は柵の構造の制限⇒生け垣または２ｍ以下のフェンス等で植栽帯を設ける

・住宅、共同住宅
・学校
・麻雀屋、ぱちんこ屋　等　

（代表例）

〇建てられる×建てられない

①

・店舗等
・事務所等
・ホテル、旅館、ボーリング場、
・スケート場、劇場、映画館　等
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地区計画の内容について

②多目的用途地区（第一種住居地域を想定）

ア.　建築物等の用途の制限 
　　　

　　　　　

　　　　　

　　　　　　　　　　　

イ． 建築物の容積率の最高限度⇒200％　|   建蔽率の最高限度⇒60％
ウ． 建築物の最低敷地面積⇒165ｍ2（50坪）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※建築基準法施行令第130条の４の建築物の敷地である場合を除く

エ． 壁面の位置の制限⇒道路境界1.0ｍ以上、隣地境界1.0ｍ以上離して建築

オ．　建築物形態又は意匠の制限⇒建築物、広告物は落ち着いた色彩、装飾
　　　　　　　　　　　　 　　　    ⇒広告物は自己の用に供するもののみ設置できる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし屋上、屋根等に設置することはできない

　　　　　　　　　　　　　　　     ⇒空調設備等の屋外設備は幅員12m以上の道路から
　　　　　　　　　　　　　 　 　     視認できない位置または景観に配慮した構造
カ．　垣又は柵の構造の制限⇒生け垣または１．２ｍ以下のフェンス等で緑化を施す

（代表例）

〇建てられる×建てられない

換地全面積が165ｍ2（50坪）未満の場は次頁で説明

・ホテル、旅館
・学校
・ボーリング場、スケート場　等

②

・住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿
・兼用住宅（非住宅部分の床面積・用途制限有）　　　
・店舗等（床面積が1,500ｍ2以下のもの）　　　　　　 　
・事務所等（床面積が1,500ｍ2以下のもの）等
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地区計画の内容について

建築物の敷地面積の最低限度（換地がある場合）

換地全面積

400ｍ2の場合

宅地を3分割して建築は不可

宅地
165ｍ2

宅地
235ｍ2

宅地を2分割して建築は可能

宅地：130ｍ2

165ｍ2未満でも建築は可能

宅地を2分割して建築は不可

宅地：130ｍ2以上

換地：100ｍ2 保留地等の
30ｍ2以上

合せて1宅地として建築は可能

タイプ１ 原則：換地面積が１６５㎡以上

タイプ２ 換地全面積が１３０㎡以上１６５㎡未満

タイプ３ 換地全面積が１３０㎡未満

換地全面積

130ｍ2の場合

換地全面積

100ｍ2の場合

宅地
130ｍ2

宅地
130ｍ2

宅地
140ｍ2

宅地
60ｍ2

宅地
70ｍ2

18
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地区計画の内容について

ア.　建築物等の用途の制限 

　　　　　

　　　　　

　　　　　　

イ． 建築物の容積率の最高限度：200％　|   建蔽率の最高限度：60％
ウ． 建築物の最低敷地面積：1,000ｍ2（302坪）※建築基準法施行令第130条の４の建築物の敷地である場合を除く

エ． 壁面の位置の制限：道路境界2.0ｍ以上、隣地境界1.0ｍ以上離して建築

オ．　建築物形態又は意匠の制限⇒建築物、広告物は落ち着いた色彩、装飾
　　　　　　　　　　　　　　　     ⇒広告物は自己の用に供するもののみ設置できる

                                                  ただし屋上、屋根等に設置することはできない

カ．　垣又は柵の構造の制限⇒生け垣または２ｍ以下のフェンス、補強ブロック等で
　　　　　　　　　　　　　　　  植栽帯を設ける
 

・店舗等
・事務所等
・ホテル、旅館
・ボーリング場、スケート場、劇場、映画館　等

（代表例）

〇建てられる

③③準工業・複合用途地区（Ａ地区）（準工業地域を想定）

・住宅、共同住宅
・学校（大学、高等専門学校除く）
・麻雀屋、ぱちんこ屋　等　

×建てられない
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地区計画の内容について

ア.　建築物等の用途の制限 
　　　

　　　　　

　　　　　

イ． 建築物の容積率の最高限度：200％　|   建蔽率の最高限度：60％

ウ． 建築物の最低敷地面積：165ｍ2（50坪）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※建築基準法施行令第130条の４の建築物の敷地である場合を除く

エ． 壁面の位置の制限：道路境界1.0ｍ以上、隣地境界1.0ｍ以上離して建築
オ．　建築物形態又は意匠の制限⇒建築物、広告物は落ち着いた色彩、装飾

　　　　　　　　　　　　　　　     ⇒広告物は自己の用に供するもののみ設置できる

                                             ただし屋上、屋根等に設置することはできない

　　　　　　　　　　　　　　　　   ⇒空調設備等の屋外設備は幅員12m以上の道路から
　　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　視認できない位置または景観に配慮した構造
カ．　垣又は柵の構造の制限⇒生け垣または２ｍ以下のﾌｪﾝｽ、補強ﾌﾞﾛｯｸ等で植栽帯を設ける

（代表例）

〇建てられる

・ホテル、旅館
・学校、病院
・ボーリング場、スケート場

・ぱちんこ屋　等　

※換地全面積が165ｍ2（50坪）未満の場合は、　
　多目的用途地区と同様。また地区外の土地の利用可

④④準工業・複合用途地区（Ｂ地区）（準工業地域を想定）

×建てられない

・住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿
・兼用住宅（非住宅部分の床面積・用途制限有）　　　

・店舗等
・事務所等　　　　　　　　　　　等 
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地区計画の内容について

⑤準工業地区（準工業地域を想定）

ア.　建築物等の用途の制限
　　　

　　　　　

　　　　　

イ． 建築物の容積率の最高限度⇒200％　|   建ぺい率の最高限度：60％

ウ． 建築物の最低敷地面積⇒1,000ｍ2（302坪）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※建築基準法施行令第130条の４の建築物の敷地である場合を除く

エ． 壁面の位置の制限⇒道路境界2.0ｍ以上、隣地境界1.0ｍ以上離して建築

オ．　建築物形態又は意匠の制限⇒建築物、広告物は落ち着いた色彩、装飾
　　　　　　　　　　　　　　　     ⇒広告物は自己のように供するもののみ設置できる
                                                  ただし屋上、屋根等に設置することはできない

　　　　　　　　　　　　　　　  　 ⇒空調設備等の屋外設備は幅員12m以上の道路から
　　　　　　　　　　　　　　　 　　  視認できない位置または景観に配慮した構造
カ．　垣又は柵の構造の制限⇒生け垣または２ｍ以下のフェンス、補強ブロック等で
　　　　　　　　　　　　　　　 　  植栽帯を設ける

・住宅、共同住宅
・ホテル、旅館
・ぱちんこ屋　等　

・事務所等

・工場　等

（代表例）

〇建てられる

※換地全面積が1,000ｍ2（302坪）未満の場合は、
　 換地面積と保留地等を合わせ165㎡以上

⑤

×建てられない
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地区計画の内容について

⑥工業地区（工業地域を想定）

ア.　建築物等の用途の制限 

　　　　　

　　　　　

イ． 建築物の容積率の最高限度：200％　|   建蔽率の最高限度：60％

ウ． 建築物の最低敷地面積：1,000ｍ2（302坪）
　　　　                                                                      　※建築基準法施行令第130条の４の建築物の敷地である場合を除く

エ． 壁面の位置の制限：道路境界2.0ｍ以上、隣地境界1.0ｍ以上離して建築

オ．　建築物形態又は意匠の制限⇒建築物、広告物は落ち着いた色彩、装飾
　　　　　　　　　　　　　　　     ⇒広告物は自己の用に供するもののみ設置できる

                                                  ただし屋上、屋根、法面等に設置することはできない

　　　　　　　　　　　　　　　　   ⇒空調設備等の屋外設備は幅員12m以上の道路から
　　　　　　　　　　　　　　　 　　  視認できない位置または景観に配慮した構造
カ．　垣又は柵の構造の制限⇒生け垣または２ｍ以下のﾌｪﾝｽ、補強ﾌﾞﾛｯｸ等で植栽帯を設ける

・事務所等
・工場　等

（代表例）

〇建てられる

※換地全面積が1,000ｍ2（302坪）未満の場合は、
　 換地面積と保留地等を合わせ165㎡以上

・住宅、共同住宅
・ボーリング場、スケート場

・ぱちんこ屋　等

⑥

×建てられない
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地区計画の内容について

景観緑地位置について

:景観緑地帯

  商業地区への入り口となることから、幅５ｍの範囲で樹木等の植生により、 
  緑のある空間を目指す。

車両乗入禁止区間位置について

:車両乗入禁止区域

 交通量が多い幹線道路及び準幹線道路の交通安全性を確保するため、
 宅地への出入り口を一部制限する。

※イメージパース

※イメージパース
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（４）都市計画決定のスケジュールについて
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都市計画決定のスケジュールについて

都市計画原案の
住民説明会

5月12日

原案の縦覧
意見書提出

縦覧6月8日～6月22日
意見書6月23日～6月29日

廿日市市

都市計画
審議会

10月20日
（本日）

案の縦覧
意見書提出

9月15日～
9月29日

都市計画案

を作成

8月29日

《原案の縦覧・意見書の提出》
　縦覧者3名、意見書なし

《案の縦覧・意見書の提出》
　縦覧者1名、意見書なし

地区計画
の決定

10月下旬
（予定）
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（５）【参考】区域区分の見直しとの関係について
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　【参考】区域区分の見直し（特定保留）との関係　
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地区計画と特定保留の区域について

地区計画（参考図） 特定保留（計画図）

➢主に住居系の土地利用の区域は、人口フレームの関係で特定保留の区域から除いている。
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